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本調査事業の背景及び目的

背景及び目的 業務内容

本年9月1日に開催された日豪印貿易大臣会合にてサプライ
チェーン強靱化に向けて協力することで一致

今後、本取組みに賛同する国も交えて、サプライチェーン強靱化
について議論していくための、基礎調査を行うことが本調査事業に
おける目的となる

当該地域におけるサプライチェーン強靭化や、貿易投資促進する
ための政策提言に向けたインプットをゴールに据えつつ、例えば
デジタル技術を活用した可視化施策等、より持続的で競争力の
ある具体的なアクション案の検討も実施する

(1) サプライチェーンの現状整理

• 各国・地域間のサプライチェーンの構造・連結性の実態
調査と整理

• 危機時において明らかになったサプライチェーン課題とその
解決に向けた考え方の整理

• デジタル技術・企業内組織改革等、政府・企業レベル
での取組み・ベストプラクティス事例の整理

(2) サプライチェーンレジリエンスフォーラムの運営

• 強靭化に向けたグローバルの課題等を把握するために、
当該地域の有識者と連携し、研究会を企画・運営

(3) 政策提言に向けたインプットの整理

• 上記(1)(2)の検討を踏まえ、当該地域における地域大
でのサプライチェーン強靭化や貿易促進のための政策
提言に向けたインプットの整理
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輸出入規模・リスク・実現性の観点から、重要性が高い4業界を特定し、
焦点を当てて調査を実施

候補業界(日本における輸出入規模のTop10) リスク 実現性

大分類 中分類 代表品目 一国依存度 粗利付加価値 移行コスト

1 有機化学品 - 脂肪族系中間物、炭化水素等 中 低 – 中 低

2 プラスチック及びその製品 - プラスチック、プラ製製品、塩化ビニル、アクリル等 低 低 中

3 衣類及び衣類附属品 - 外衣、シャツ、下着類等 中 - 高 低 中 – 高

4 鉱石、スラグ及び灰
鉱石(鉄) 鉄鉱石、ベースメタル等 高 低 低

鉱石(非鉄) 銅鉱、亜鉛鉱、鉛鉱、ニッケル鉱等 高 低 低

5 鉱物性燃料及び鉱物油
石油精製 石油精製、石油製品 高 中 低

コークス精製 石炭、泥炭、コークス等 高 中 低

6 鉄鋼 - 鉄鋼ロール、鉄鋼加工製品等 低 中 低

7 機械類並びにこれらの部分品

汎用・産業用機械 ボイラ、ポンプ、農業機器、建設機器等 中 中 –高 低 – 中

金属・素材加工機械 金属加工機器、プラスチック加工機器等 中 中 –高 低 – 中

半導体製造装置 半導体製造装置 中 中 –高 低 – 中

8 電気機器及びその部分品

半導体・電子部品 半導体デバイス、記憶媒体、基盤、素子等 高 中 –高 低 – 中

電気機器 テレビ、カメラ、洗濯機、PC等 高 低 – 中 低 – 中

情報・映像機器 携帯電話、ラジオ・テレビ受信機、マイクロフォン等 高 低 – 中 低 – 中

9 医療機器・用品
医療機器 人口心配、撮影装置、X線機器等 中 –高 高 低 – 中

医療用品 医薬品、生薬、ガーゼ・包帯、消毒用品等 中 - 高 高 低 – 中

10
光学・写真・測定・検査・精密
機器及び医療機器

計測器・分析器 計測器、はかり、分析機器、試験機等 低 中 中

光学機械・レンズ 光学レンズ、プリズム、顕微鏡、写真機等 低 中 中

11 船舶及び浮き構造物 - 客船、ヨット、漁船等 低 中 低

12
鉄道用及び軌道用以外の
車両並びにその部分品

自動車 4輪車、2輪車等 低 – 中 中 - 高 低 – 中

自動車部品 パワートレイン・駆動系、シャシー、ボディ等 中 – 高 低 – 中 低 – 中

Note:大分類・中分類に関して、貿易統計におけるHSコードに基づきつつ、一部項目をマージ
出所: IHS Markit; Expert Interviews; BCG分析
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報告の要旨 (1/3)
第1部: サプライチェーンを取り巻く環境の変化
• 現在、企業のサプライチェーン環境は大きく変化している。①APAC域内での新たな経済圏の立ち上がり、②消費行動の多様化、
③新たな社会的価値への対応、④サプライチェーン断絶に繋がるようなリスクの拡大、によってサプライチェーン管理の複雑性は一層
高まっている
– ①APAC域内での新たな経済圏:

中国の経済的成長に伴い、中国内陸部まで国内需要が拡大しつつ、一帯一路等による中国 企業の対外的進出が拡大。中国
による経済覇権に警戒心を強め、対立的・保護主義的な政策をとる欧米各国に対して、中国と地続きとなるAPAC諸国は新たな
事業機会を模索。新経済圏が形成されつつある

– ②消費行動の多様化:

デジタル化によって消費者とその消費行動の多様化が進行。消費者の要求レベルの高まりと共に、より複雑でリアルタイムな
サプライチェーン運用が求められるようになっている。また、各産業のハイテク化によって、産業間の連関性・依存性が高まっており、
相互に影響を受けやすくなっている

– ③新たな社会的価値:

人権や環境・気候変動等への関心が高まっており、各国規制が強化されると同時に、企業活動に対する社会的なピアプレッシャー
も高まっており、自社外のサプライチェーン全体の管理も求められるようになっている

– ④サプライチェーン断絶リスク:

地震・洪水等の天変地異や、新型コロナウイルスのようなグローバル規模でサプライチェーン運用に影響を与えるリスクも顕在化して
おり、サプライチェーン維持に向けた強靭化が課題となっている。上記変化を受け、各国におけるサプライチェーンの関心も高まって
おり、政府においては国内産業の保護や、外資誘致の措置を展開され、サプライチェーンの再形成を促進している

• 上記変化を受け、各国企業におけるサプライチェーンの関心は高まっている。サプライチェーン環境の変化は、危機にもなるが、機会とも
なり得る。サプライチェーン再構築の流れに乗り遅れると、自社サプライチェーンの脆弱性がリスクになることに加え、新たなサプライチェーン
の潮流から取り残されるリスクがある。その一方で、再構築に成功した場合、新たな事業機会のチャンスにもなる
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報告の要旨 (2/3)
第2部: 日本企業のサプライチェーンの現状と課題
• 日本企業には、完成品の対象市場で組立を実施する「地産地消モデル」から、特定の生産拠点で組立を実施してグローバル各市場
に展開する「グローバル分業モデル」まで存在。但し、同じサプライチェーンモデルであっても、各インダストリにおける実行状況は企業に
よってもかなり異なることが確認された

• 特に、サプライチェーン管理上の問題としては、①サプライチェーンの可視性が低い、②重要なサプライチェーン判断を実施する体制・
プロセスが無く動きが遅い、③急激な変化への追随・復帰ができない、④外部プレイヤーと一体となった動きができない (連携・グリップ
できていない) といった点が指摘された。またサプライチェーン構造の問題としては、⑤サプライチェーンにおける調達・生産拠点の代替が
少ない、といった点も指摘された

第3部: サプライチェーンの強靭化に向けた方向性
• サプライチェーンの強靭化には、 デジタルも活用しつつ、①E2Eでのサプライチェーンの可視化、②サプライチェーン計画の高度化、
③サプライチェーン実行力の強化、④ステークホルダーとの連携、⑤戦略的冗長性の確保、の5つの観点からの強化が必要になる
– ①E2Eでのサプライチェーン可視化: サプライチェーンの上流から下流まで連携し、モノの流れとパフォーマンスを統合された

ダッシュボード上で可視化し、データドリブンでの意思決定を実現する
– ②サプライチェーン計画の高度化: AI・ビッグデータを活用しつつ、需要予測・計画・意思決定の高度化を実現する
– ③サプライチェーン実行力の強化: サプライチェーンの実行性を高めるために、モノとオペレーションの両面からよりシンプルで堅牢な

サプライチェーンを実現する
– ④ステークホルダーとの連携: サプライヤー・チャネルとのリレーションシップ管理を強化し、データやオペレーションを密接に連携

する
– ⑤戦略的冗長性の確保: 各インダストリの特性を踏まえた上で、サプライチェーン構造の多重化・分散化やオペレーション

上のバッファーを組み込む
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報告の要旨 (3/3)
第4部: 海外企業の戦略と役割
• 豪・印・ASEAN各国の企業からは、日系企業によるサプライチェーン多重化・分散化に伴い、①サプライヤーとしての新規取引や、
②ITサービスプロバイダーとして日系企業のデジタル化支援等を、ビジネス機会として期待する声も確認された

• 一方で、ASEAN各国の企業を中心に、従来の低付加価値な工程・商材を中心としたビジネスからより高付加価値な工程・商材への
ビジネスシフトを狙っているといった声や、スケール感がある中国市場・企業との取引に期待する声も確認された。単なる低付加価値
工程の分散先と捉えていると、現地企業に十分訴求しきれない可能性も高まっている

第5部: サプライチェーン強靭化に向けたアクションアイテム
• サプライチェーンの強靭化については、一義的には個社の取組みであるが、データ・オペレーションの連携等サプライチェーンの横断性が
高まる中で、国・地域の果たす役割も高まっている
– 個社としての取組み: デジタル化を推進しつつ、外部プレイヤーとも連携しながらサプライチェーン全体の可視化・計画・実行の

ケイパビリティを引き上げる必要がある。またサプライチェーン構造自体についても、経済性と冗長性の
トレードオフについて改めて戦略的な意思決定を実施する必要がある。このため、CEOがトップアジェンダ
としてサプライチェーンについて取り組む必要がある

– 各国政府としての支援: 産業の海外進出・自国誘致という観点から企業を支援するために、行政手続の簡素化・透明化や
インフラ・投資環境の整備を進めると同時に、個社での取組みが難しいデジタル化・企業間連携を促進
するためのルール作り・プラットフォームづくりも重要となる

– 地域大での支援: 産業の海外進出・自国誘致を促進するため、各国個別の取組みを超えてFTA/EPA等のフレームワーク
を整備しつつ、各種規制・手続の標準化・ハーモナイゼーション、そして地域大でのデータ・情報インフラの
整備も重要となる
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参考) 強靭性評価フレームの考え方

評価項目 項目の概要・考え方

サプライチェーン構造の把握 • サプライヤーを含めた、自社のサプライチェーンの全体像をどこまで把握できているか

サプライチェーンデータ収集 • 在庫・キャパシティ等のサプライチェーンデータが、自社及び、サプライヤーデータでどこまで把握できているか

データドリブンでの予測・計画策定 • データドリブンで、サプライチェーン計画及び、予測を高度化できているか

全社視点のガバナンス・意思決定 • 部門を跨いだ、全社視点でのサプライチェーン管理・意思決定ができているか

エンジニリング・サプライチェーン融合 • 設計・エンジニアリングプロセスと、サプライチェーンプロセスが接続され、最適化されているか

業務の柔軟性 • 急な需要変動・増加に対して、オペレーション上で対応・追随できるか

業務の展開可能性 • オペレーションを複数拠点や担当者間で柔軟に横展開することができるか

業務の再起性 • リスクに対して、BCPプランやリスクシナリオが策定されているか

ステークホルダー連携 • 外部ステークホルダー (サプライヤー、物流事業者、販売店 等) と、業務やデータ上での連携がされているか

調達の冗長性 • 調達において、どれほどマルチソースが実施されているか

生産の冗長性 • 生産において、どれほど生産拠点の分散化がされているか

在庫バッファーの保持 • 全社視点で、安全在庫の基準が明確化され、最適化されているか12

10

9

7

6

5

4

3

2

1

8

11

出所: Expert Interviews, ボストン コンサルティング グループ分析
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各国企業における事業機会と連携の課題

デジタルケイパビリティの強化 サプライチェーン分散化の支援

インドITサービス インド自動車・部品 ASEAN自動車・部品 ASEAN電気機器 (組立)

各国企業の
戦略方向性

高付加価値化/ 売上の分散化
• バリューチェーン上流への進出による
付加価値の向上や、特定国・
顧客への依存度の低減に注力

国内市場の生産・販売拡大
• 国内市場の成長に合わせ、自社の
生産・供給を増加し、成長を取り
込みたい

高付加価値化/顧客基盤の多様化
• 市場成長が鈍化する中、バリュー
チェーンのポジションアップを志向

• EV等で台頭してきている中華系
OEMとも連携強化し、取引の多角
化を検討

スケール拡大/高付加価値化/顧客
基盤の多様化
• 組立の価値減少に伴い、スケール
化によるコスト削減と、上流工程進
出による付加価値向上を狙う

• 日系との取引拡大を摸索しつつ、
中・欧米系企業との取引も拡大

各国企業から
見た事業機会

日本市場における売上拡大
• 日系企業へのアプローチ・売上を
拡大したい (特にIT開発のアウト
ソース、先端のデジタル技術の
インプリ 等)

日系企業からの技術・チャネル取得
• 設計技術の不足、品質のばらつき
に対して、日系企業から製造・
生産技術を取得したい

• 日系サプライヤー提携によって、
日系OEMとの取引を拡大したい

日本企業からの技術取得
• 自律的に仕様変更するための
設計・製造技術や、バリュー
チェーン横串での生産・調達管理
のノウハウ等を取得したい

日本企業からの技術取得
• 設計や調達までバリューチェーンを
広げる上で、高付加価値工程を
含めた製造技術・ノウハウを取得
したい

各国企業から
見た連携の
課題

案件の複雑性・収益性の低さ
• 個社別の要望が多く、要望水準も
高いため、案件が難易度で利益が
出づらい

ローカルのデリバリー人員の不足
• ローカル体制構築が必要だが、
人員採用と育成のコストが高い

必要以上の品質基準の高さ
• インドでは前提としてる耐用期間や
原価構造が異なり、国内基準を
そのまま適用すると、オーバー
スペックでコストも見合わない

高付加価値工程・技術の囲い込み
• 設計工程や基幹部材に対する
技術・ノウハウが、自社もしくは系列
サプライヤーで秘匿され開示され
ない

高付加価値工程・技術の囲い込み
• 設計工程や基幹部材に対する
技術・ノウハウが、自社もしくは系列
サプライヤーで秘匿され開示され
ない

案件の複雑性・収益性の低さ
• 委託規模が限定的だが、要求品質
が高く、収益性を確保しづらい

出所: Expert Interviews; ボストン コンサルティング グループ分析
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各国企業から見た日系企業との事業機会と課題 (1/3)

産業 企業 海外企業から見た連携への期待・事業機会 海外企業から見た連携における課題

インド
ITサービス

SIer A社 • 売上における6-7割が未だに欧米に依存しており、アジア市場が十分に
開拓しきれていない

• 特に日本は、世界的に見ても3番目に大きいSIer市場であるにも
かかわらず、全社売上に占める比率は数%程にとどまっており、更なる
開拓が必要

• 言語・文化の違いが存在し、特に意思決定の速度に大きな違いがある。
言語に関して、社内でも日本語教育のプログラムを提供したりしている

• ローカルのデリバリー部隊の採用・キャパシティビルディングも必要となる。
ローカルのバイリンガルIT人材の数が限定的で、採用コストも高い

• デリバリーチームの内、10%ほどはローカルメンバーが必要 (セールス、
テクニカルメンバー、プロジェクトマネージャー 等)

SIer B社 • 日本市場では、ローカルSIerと製造業が主なクライアントとなる
– SIerに対して、主に自社のオフショアチームを活用した、

ITソリューションやプログラム開発を実施している
– 製造業に対しては、自動車や半導体メーカーを中心に、
バリューチェーン横断での効率化や、グローバルで社内システム
統合化等を実施している

• 既存のBPOサービスやソフトウェアのグローバル導入に加え、足元では
デジタル・先端技術に対する実証・導入のニーズが増加している

• 言語・文化の差異が大きく、ビジネスの判断スピードが欧米に比べると
2割以上遅い。マネジメントリーチまで時間がかかる上、リーチできても
判断までに更に時間がかかり、忍耐強いコミュニケーションが必要となる

• 個社ごとの個別要望が多い上、要求水準も高いため、案件難易度が
高く、収益性を確保しづらい (特に設計アウトソースや業務改善 等)

• ローカルの人員の確保が難しく、コストが高い。人件費だけでなく、現地
活動のためのビジネス諸経費も高くなる

◼ インドのITサービスでは、米国顧客への依存度の低下を進めようとしており、日本市場が有力な分散化先となっている
◼ 日本進出においては、言語や文化の壁や、企業ごとの個別性・水準要求への対応が課題となっている。またローカルでのデリバリー体制の強化も必要と
なる

出所: Expert Interviews;ボストン コンサルティング グループ分析
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各国企業から見た日系企業との事業機会と課題 (2/3)

産業 企業 海外企業から見た連携への期待・事業機会 海外企業から見た連携における課題

インド
自動車・
部品

自動車部品
A社

• 中小のローカルサプライヤーは主な取引先がTataやMahindraといった
ローカルOEMとなり、日系OEMと取引ができていないケースが多い。
日系OEMへアプローチする上で、日系サプライヤーとの提携を通して
リレーションを構築したい企業も多い

• 日系OEMとビジネスを行う上では、未だに品質の観点で十分に水準を
満たせず、はじかれることが多い。特にエンジン・トランスミッション等の基幹
部材は、品質要求が厳しい上、車種別の固有性や工程の複雑性が
高く、インド国内市場の生産量ではどうしてもコストが見合わなくなる

業界団体A • 日系OEMは一度契約が取れると長期のリレーションが築けるため、
ローカルサプライヤーとして、ローカルサプライヤーにおいて日系OEMの
サプライヤーになりたいという要望・ニーズは強い

• ローカルサプライヤーの基本戦略は、大量生産によるコストカットとなるが、
品質に対して十分に意識や対応水準があがっていない。特にマインド
セット、カルチャーにおける差異は大きく、長い時間をかけて品質を
作りこんできた日系企業との差異は大きい

• また財務体制が十分に強固でない中小サプライヤーも多い

ASEAN

自動車・
部品

自動車部品
P社

• 日系企業への供給が認められれば、長い期間安定した取引が
見込めるため、各社取引の拡大を狙っている。特に現状供給があまり
できていないTier1の基幹部材に対して、供給できるようになりたい

• Tier1部材の供給のためには、QCD1)改善を徹底し、品質・コストの
競争力を上げることが必要となる。また設計技術の向上も必要となる

• 自助努力だけでは限界があるため、日系OEMやサプライヤーからの指導
や支援が必要となるが、高付加価値の工程に関して、ノウハウが系列外
には開示されないことも多い

自動車部品
B社

• 日系OEMは市場における主要なプレイヤーであり、リレーションを築き、
取引を拡大することは重要となる。一方で、中国とのビジネスも拡大して
おり、大きなポイントは技術の側面ではなく、財務の側面でかなりの投資
サポートを受けている

• ローカルサプライヤーにとって、日本OEMと仕事をするのはかなりハードルが
高い。ジョイントベンチャーを組むか、パートナーシップを組むか、グローバル
で知名度がある・ネットワークを持っている等しない限り、ほとんど不可能に
近い

◼ インドの自動車部品サプライヤーでは、日系OEMとの取引を拡大しようとするが、要求される品質基準とローカルのコスト水準が合わないことがある
◼ ASEANの自動車部品においても、より高付加価値な部材の生産を行いたいと考えており、日系企業からの支援・指導を求めているものの、系列外の
サプライヤーに対して、重要工程のノウハウが十分に開示されないこともある

1. Quality (品質)・Cost (費用)・Delivery (納期)
出所: Expert Interviews;ボストン コンサルティング グループ分析
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各国企業から見た日系企業との事業機会と課題 (3/3)

産業 企業 海外企業から見た連携への期待・事業機会 海外企業から見た連携における課題

ASEAN

電気機器
(組立)

EMS

H社

• 組立工程の付加価値の減少に伴い、域内でのM＆Aによるスケール化・
コスト削減や、上流工程への進出や事業多角化による付加価値向上
を狙っている

• 自社のバリューチェーンを広げる上で、日系企業との連携を強化し、
高付加価値な工程を含めた製造技術・ノウハウを取得したい

• 日系企業において、自前主義の志向性が高く、系列サプライヤーによる
エコシステムも強固となる。単純な受託生産を受けることが多く、
高付加価値な工程に関する技術があまり社内に蓄積しない

• また欧米企業は調達含め委託先に任せることが主流だが、日系企業は
品質・プロセスで自社基準を適用したい意向が強い。受託ボリュームも
限定的な上、要求水準も高いため収益性が確保しづらく、よりボリューム
も大きい中華系・欧米系企業の重要性が増している

産業
有識者A

• 海外の現地EMSとしては、中華系のEMSとの競争力を獲得するために、
設計や調達を含めたバリューチェーン上流でのケイパビリティ強化が必要
となる

• 日系企業においては、現地において産業クラスタの育成支援を行う役割
が期待される

• 現地クラスタ育成のためには、サプライチェーン全体の視点で方針を
合意しステークホルダー全体での連携・協業を推進する必要があるが、
カウンターとなる日系企業において、サプライヤーも含めた全体での
サプライチェーンコンセプトが明確化されていない上、海外事業開発を
推進する人材も不足しているケースがある

◼ ASEAN電気機器 (製造組立) においては、組み立ての付加価値減少に伴い、スケール拡大と上流工程進出による付加価値向上を狙っており、
日系企業から高度な技術・ノウハウの取得を期待している。一方で、現状の取引では、単純な生産委託に留まり、現地にとって技術発展が十分に達成
できていないケースもある

出所: Expert Interviews;ボストン コンサルティング グループ分析
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参考) 産業別の貿易構造・事業環境 (サマリ 1/2)

インド ASEAN

ITサービス 自動車・部品 自動車・部品 電気機器 (製造組み立て)

貿易・
サプライ
チェーン
構造

自国調達・自国生産・域外消費

• 自国サービスの大部分を、海外
市場に輸出する構造

• 輸出先は、北米が半数以上を
占める

域外調達・自国生産・自国消費

• 自国生産し、自国内で消費する
構造

• 調達において、電装品や基幹部材
等を海外から輸入 (特に3割近い
部品を中国から輸入)

自国調達・自国生産・域外消費

• 自国で生産し、海外へ輸出する
構造 (2輪車は自国消費率も高い)

• 国によって、産業集積度が異なる
–タイが最も発達し、自国内で
ほとんどの部材を調達可能

–次にインドネシアで発達し、一部
部材を海外から輸入

域外調達・自国生産・域外消費

• OEMから委託を受け組立を行い、
完成品を輸出する構造

• ASEANの中では、特に低コストの
電子機器の製造を中心に、
ベトナムが主要な生産拠点と
なりつつある

市場・
競争
環境

グローバルで強い競争力を保持

• 安い人件費と、大規模なタレント
プールを持ち、高い競争力を保持。
デジタル領域を中心に、より高付加
価値なサービスへのシフトも進む

ローカルの大規模プレイヤーによる寡占

• 大規模なローカルプレイヤーが、
規模拡大によるコスト低減を推進。
大都市からより人件費の安い中規
模都市への産業クラスターのシフトも
進む

国内市場の継続的な成長

• 平均GDPの上昇・中間所得層の
増加に伴い、さらなる国内購買・
需要の増加が見込まれる

大手が寡占を進め、政府支援の下で
クラスタ形成

• Mruti Suzukiが支配的なポジション
で約50%のシェアを誇る。またトップ3

のOEMで全体の7割強を占める
• 大きく5つの地域でクラスタが構成
され、政府の支援も受け、ローカル
サプライヤーの育成を強化

輸出は鈍化傾向で、足元ではコロナに
よって大きく減少

• 足元では米中摩擦やCovidによって、
大きく影響を受け輸出額が減少

日系OEMと系列サプライヤーが支配的
なポジション

• トヨタをはじめとする日系OEMが
大部分の生産量を占め、系列
サプライヤーを傘下に構える

電子機器の需要にけん引され市場が
拡大

• 電子機器の需要増加や、IoTやAR

等のイノベーションへの需要の高まり
が、市場成長をけん引

外資の大手プレイヤーが市場を寡占

• 外資大手EMSが、安い人件費を
求めてベトナム進出を進め、市場を
寡占。シンガポールには、一部
ローカルの大手EMSも存在

出所: 各種公開資料; Expert Interviews;ボストン コンサルティング グループ分析
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参考) 産業別の貿易構造・事業環境 (サマリ 2/2)

オーストラリア
医薬品 食品 金融サービス

貿易・
サプライ
チェーン
構造

域外調達・域外生産・自国消費

• 大部分の処方医薬品及び、一般用医薬品を
輸入に依存している

• バリューチェーン上、R＆Dにおいてはグローバルの
バイオテクノロジーのハブとなっており、特に
メルボルンに関連機関が集中

自国調達・自国生産・域外消費

• 世界有数の農作物・食品輸出国で、自国調達・
生産し、海外に輸出する構造

自国調達・自国生産・自国消費

• 自国マーケットの消費者向けに、各種金融
サービスが提供させる構造

• 海外市場に対しては、投資として資金が流入する
ことはあるが、海外市場で直接サービス提供をして
いるプレイヤーはほとんど存在しない

市場・
競争
環境

体系的な規制・メディカルシステムで安定した市場

• 包括的なレギュレーションと政府の管理によって、
価格・供給共に安定した市場
– 全ての処方医薬品と大部分の一般用
医薬品を、政府機関が認証し、医薬品の
種類によって、流通と品質規制を分けて
管理

市場において外資系企業が支配的

• ほとんどの現地の製薬企業は、外資系企業となり、
主にバイオテクノロジーの研究機関として位置づけ

グローバルで高い競争力を持つが、自然環境によって
供給量が不安定化

• 規制による厳格な品質管理によって、グローバルで
高い競争力を保持

• 一方で特に農作物は、降雨量によって供給量が
安定しない課題が存在

ローカルの大手企業による寡占市場

• 競争環境として、特に畜産や農作物において、
市場の寡占化が進み、複数の大規模な
プレイヤーが市場をけん引。乳製品は比較的、
細分化されたプレイヤー構造

年金制度に支えられて、マーケットが堅調に成長

• スーパーアニュエーションという矯正加入の事前
積立方式の私的年金によって、市場に投資資金
が流れ込み、マーケット全体が堅調に成長

サービス別のローカルの大手企業による寡占市場

• 銀行サービス、保険サービス等セクターごとに、
4-5社の大手企業によって寡占された構造

• 近年では規制緩和もあり、中小企業や個人による
金融サービス提供も増えており、市場構造がより
細分化

出所: 各種公開資料; Expert Interviews;ボストン コンサルティング グループ分析
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企業における主要なアクションアイテム
カテゴリー 調達におけるアクションアイテム 生産におけるアクションアイテム 物流・販売におけるアクションアイテム

End to End

でのサプライ
チェーン
可視化

• 2次以降を含むサプライヤーネットワークを把握する • 標準データ項目・マスタを定義する • 配送ルート・チャネルネットワークを把握する

• サプライヤーと交渉しデータを取得する (在庫/製造
キャパ/ 稼働状況/2次調達先等)

• 自社製造データを取得する (完成・仕掛・部材
在庫/製造キャパ/稼働状況等)

• 各国の通関・関税の規制状況・データを取得する

• サプライヤー管理及び、データ連携基盤を構築する • 製造委託先からをデータ取得する • 配送・小売り事業者と交渉しデータを取得する

サプライ
チェーン計画
の高度化

• コントロールタワーやビジュアライゼーションツールを導入し、サプライチェーン全体を可視化する

• 商品別のライフタイムの収益・コストを可視化する

• データを可視化・分析を通して、データに基づいて需給調整・S＆OP1)計画を策定する

• デジタルツイン等、シミュレーションによって、サプライチェーンのモノの流れとボトルネックを可視化する

• AI・アナリティクスによって予測精度を高める (需要予測/ 故障予知・メンテナンス/ 供給リスク予測 等)

サプライ
チェーン
実行力の
強化

• グローバル・リージョナル調達プロセスを見直す • 拠点・製品間での業務プロセスを標準化する • 市場の価格感度を踏まえ販売価格を最適化する

• 受発注やサプライヤー調整業務をデジタル化する • 製造ラインの自動化・オートメーションを行う • 在庫リスクを踏まえマーケ・購買誘導を最適化する

• 余剰の生産キャパを確保する • 貿易関連の手続きをデジタル化する

ステーク
ホルダーとの
連携

• パンデミックの危機や、カーボンニュートラルへの対応等共通の取組み事項を訴求し、データ開示を説得する

• サプライヤー契約条件やコミットメント (優遇条件) を見直す

• サプライヤーに対する事業支援を拡大し、データ連携・開示がされやすい関係性を構築する

戦略的
冗長性の
確保

• 新規サプライヤーを開拓する • 自社拠点を分散化する • 配送パートナーを開拓する

• 既存サプライヤーの拠点シフトを働きかける • 製造委託先を分散化する • 代替の配送ルートを確保する

• 代替サプライヤーを確保する • 商品別の代替製造拠点を確保する • 新規の販売チャネルを開拓する

• 原材料・部材の安全在庫の基準を見直す • 完成品・仕掛品の安全在庫の基準を見直す • 店頭・倉庫在庫の安全在庫の基準を見直す

1

2

3

4

5

1. Sales and operations planning
出所: 各種公開資料; Expert Interviews;ボストン コンサルティング グループ分析
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政府における主要なアクションアイテム

カテゴリー アクションアイテム

企業のデジタル化
支援

技能開発・情報提供 • デジタルマチュリティの評価フレームワークの提供
• オンサイトでの技術指導・コンサルティングの提供
• 定期的なインフォーメーションセッションの開催
• 業界べスプラ・ユースケースの共有

デジタル人材育成の支援 • デジタル技術のelearningの提供
• 技術の習熟度の資格・認証の策定

インフラ・ツールの整備 • 専門家ネットワーク・ベンダーマッチングプラットフォームの構築
• 推奨デジタルツールの定義・トライアル提供

財務支援 • デジタル化ツール導入のための支援金の提供
• 実証実験・フィージビリティスタディに向けた財務支援

行政手続きの
簡素化・デジタル化

貿易・通関手続き • 税関手続きの申請の電子化・簡素化
• 各種税関・貿易手続きのワンウィンドウ化
• デジタル技術による税関検査のオートメーション化(AIによるX線画像検査、RPAによる自動化等)

品質検査・認証 • 認証基準・制度の国際基準への整合・統一
• 申告～認証発行までの手続きの電子化

環境規制 • 国際的な環境基準への対応
• 標準の環境管理フレームワーク・システムの整備

会社法・税法 • 会社法の申請簡素化(事業認可及び、事業破産申請等)

• 労働法の明確化・透明化

産業基盤の整備・
キャパビル支援

インフラの整備 • 湾港・鉄道・道路インフラの整備
• 産業別の経済・開発特区の設立(余剰な土地・オフィススペースの貸与・活用、税制優遇等)

事業環境の整備 • 地域における広域連携の強化(金融機関、研究・学術機関等)

• 現地企業や進出済外資企業とのビジネスマッチング
• 知的財産保護の強化
• 企業誘致のための専門機関・担当の設立

人材育成の支援 • 現地人材のリクルーティングサービス
• 進出企業の管理職・駐在員へのサポート(ローカルでの規制の通知、行政手続の代行含む)

財務支援 • 補助金、資金貸与・ローン補助の提供
• 現地企業からの支援・出資の募集・取次ぎ

i

ii

iii

出所: 各種公開資料; Expert Interviews;ボストン コンサルティング グループ分析
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地域大での主要なアクションアイテム

カテゴリー アクションアイテム

情報・データインフラ
の整備

インフラ・ツール整備 • 地域大でのデータ基盤・クラウドプラット―フォームの整備

• プラットフォームにおけるインセンティブスキームの設計(Tokonomics等)

• 標準的な産業別のシステム機能・データ項目の定義(BOM1)構成・工程定義等)

データ規格の標準化 • 標準的なデータの通信規格・プロトコルの定義

• 各国間のデジタル貿易システムの連結コネクターの整備

• データセキュリティ規格・保護基準の定義

規制のハーモナイ
ゼーション 品質検査・認証

• 各国のテクニカル規制、規格適合性の調和

• 各国の品証に関わる申請書類の共通化

• 相互承認協定(Mutual Recognition Arrangement)の締結

環境規制

• 各国における環境基準・排出基準の見直し・最適化

• 製品の環境基準の統一化(自動車排ガス値、化学品の安全性、ガソリンの組成等)

• 標準の環境管理システムの定義

物流・取引の
円滑化

広域のインフラ整備

• 域内を結ぶ湾港・鉄道・道路インフラの整備(国を跨いだ主要な湾岸と高速道路の連携等)

• 域内におけるエナジーインフラの整備

• 貨物品のセキュリティ対策の向上(サプライチェーン管理体制の強化・積荷情報の透明化等)

• サイバーセキュリティ対策の向上(標準のデータセキュリティ・保護水準の策定等)

地域・貿易データ提供 • 各国通関状況に関する情報提供・プラットフォーム構築(封鎖・平均的な処理時間等)

• 各国の輸出入規制に関する情報提供・プラットフォーム整備(禁止品の規制、税率の変更等)

貿易・通関手続き

• 関税障壁の撤廃(FTA・EPA等)

• 貿易手続きのシングルウィンドウ化と各国シングルウィンドウの接続

• 国境をまたぐ貿易手続きの簡素化・共通化

a

b

c

1. Bill of materials
出所: 各種公開資料; Expert Interviews;ボストン コンサルティング グループ分析
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参考) 地域大での情報・データインフラの整備
欧州におけるクラウドデータインフラ構想 (Gaia-X)

概要 • Gaia-Xはデータの共通化やデータの共有を行うプラットフォームであり、どのような用途で使用するかはプレイヤーに任せられている
– データを用いたサービスや取組み及び他システムとの繋ぎ込みはそれぞれのプレイヤーが各々設計

• 今年4月にローンチ、年内には利用したサービスもいくつか走り出す予定
– 基本的にはAgileでの開発を志向しており、ローンチに数年かかるような取組みはない

• ボードメンバーになるには欧州の会社である必要あるが、他国企業も参加だけなら可能
– 実際にアメリカの企業が多数参加。日本企業はなし

サプライチェーン
における役割

• サプライチェーン関連の取組みは主要な用途の1つであり、主にBMW/Boschを始めとした自動車業界によってリードされている
• 取組みの内容は多岐に亘り、足元では10程度の構想がある

– 製品・部品のトラッキング
– 完成車のモニタリングによるPredictive maintenance

– Just in time logisticsへの活用
– AIによる需要/生産量の予測 等

Onboarding

における
チャレンジ・対策

• Onboarding上のチャレンジはデータセキュリティとなる。Gaia-Xでは提供するデータに、開示先/用途で条件付けを提供者が自由に
設定することを可能にし、データセキュリティを担保しようとしている

• 川下プレイヤーにとってはデータ提供のインセンティブが少なることが懸念として考えられ、解決策として、Tokonomicsというスキームの
導入をBosch等が主体となり検討中
– データ提供するとトークンが発行され、データ取得に使用可能
– 特に必要なデータについては特別価格を設定することも可能

出所: 各種公開資料; Expert Interviews; ボストン コンサルティング グループ分析

グッドプラクティス
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参考) 産業別の各国政府・政策の方向性 (1/2)

インド ASEAN

ITサービス 自動車・部品 自動車・部品 電気機器 (製造組み立て)

政府の
方針・
ゴール

海外へのサービス輸出の増加

• ITサービス・BPOはインド経済に
おける最も大きな成長ドライバーで、
グローバル化の進展に伴い更なる
輸出拡大を狙う

自国製造の強化・輸入依存の脱却

• 国内に大きな市場・需要があるが、
ハイテク・自動車を中心に、海外
からの輸入に依存

• 自国の製造強化を通じて、貿易
赤字の解消と、国内の雇用創出を
目指す

自国製造業の高度化

• 輸出製品の優位性維持・強化のために、産業全体の高度化による
国際競争力の強化を狙う

貿易圏・商流の拡大・多様化

• 日・米・欧との貿易圏の強化・維持に加えて、中国が推進する一帯一路との
繋がりも強化

政策の
方向性

税制優遇による産業振興・輸出促進

• STP (Software Technology Park)

と呼ばれる優遇措置地区を整備し、
法人税の優遇や所得税控除を
実施

• また輸出における利益に対する
税徴収の免除も行い海外への
輸出を促進

外資誘致の強化

• Make in India政策の中で、事業
環境整備 (州跨ぎ税の廃止、
電力・鉄道インフラの整備)

• 関税引き上げ (段階的製造
プログラム) によって国内での製造を
誘致

国内製造業への助成金・インセンティブ

• Atmanirbhar Bharat Abhiyaan

として、大規模な特別経済・包括
パッケージ

外資の誘致・自国産業の生産性の強化

• タイ: Thailand 4.0として、短期的には既存の製造業の強化、
中長期では新規産業の育成を志向

• インドネシア: Making Indonesia 4.0で、自国製造力強化として、人質の
向上、工業区域の再設計、外国資本の誘致等を実施 (特に
自動車に注力)

• フィリピン: インフラ整備を軸とした経済政策を策定・推進
• ベトナム: 2006年以降、ハイテク産業を初めとする製造業を対象に優遇

措置を実施
等

出所: 各種公開資料; Expert Interviews;ボストン コンサルティング グループ分析
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参考) 産業別の各国政府・政策の対応方向性 (2/2)

オーストラリア
医薬品 食品 金融サービス

政府の
方針・
ゴール

医療品サプライの維持・安定化

• 国民の健康に関連するヘルスケア・メディカル
セクターにおいて、自国内供給の確保

先端技術における競争力の強化

• バイオテクノロジー・医療技術に関して、国際的なR

＆D・研究ハブとなることを目指す

輸出の増加・安定供給の実現

• 主要な輸出品の一つである食品において、各国
への輸出増加を目指す

• また農作物では、気候によって生産が不安定に
なることもあり、より効率的・安定的な供給の実現
を目指す

私的年金政策を軸とした、透明で持続可能な金融
市場の構築

• 少子高齢化への備えとして、私的年金制度
(スーパーアニュエーション) を強化

• 併せて国民の投資リテラシーと金融市場の透明性
を強化することで、安定した金融市場の構築を
目指す

政策の
方向性

レジリエンス強化のための補助員

• 該当セクターのレジリエンス強化に向けて、
約1億豪ドルの補助金

バイオテクノロジー・医療技術への支援投資

• 2016年に501 mil AUDを拠出して、Biomedical

Translation Fundを設立
• 2021年には、向こう10年間に亘っての1.3 bil AUD

の投資計画を策定

FTA・自由貿易協定の拡大

• 多国間、2国間での自由貿易協定の積極推進

規制による厳格な品質・ブランド管理

• バリューチェーンを通して、品質とトレーサビリティを
担保するための規制や品質基準の管理 (NLIS、
AUS-MEAT 等)

私的年金政策の強化

• スーパーアニュエーションへの強制拠出率を、
2025年までに現在の9.5%から12%に引き上げ

金融サービスの監視強化・品質基準の定義

• 個人向け投資アドバイザリーの増加を受け、
ファイナンシャルプランナーに対する、サービス基準
等の定義を実施 (ファイナンシャル・アドバイザー･
プロフェッショナル･スタンダード、FOMA改革 等)

出所: 各種公開資料; Expert Interviews;ボストン コンサルティング グループ分析




